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最終講義
21世紀型中小企業の成長発展方向
加　藤 孝
　ここで申し上げようと考えていることは，職業活動の場を中小企業経営に
求めようと志す諸君に，21世紀における中小企業の成長発展の方向は何かに
ついての私の考えを述べ，その結論として，従来あまり意識されて来なかっ
た新たな分野に諸君の注意を促す事である。
1．一般的な中小企業のイメージと現実
　さてはじめに，中小企業経営の世界は，高い志と努力する強い意思をもつ
若者にとって大きな魅力を潜めているということを述べておきたい。
（一般的な中小企業イメージ〉
　中小企業というと，零細な事業体で生産性が低く，加えて大企業から収奪
の対象とされ，低生産性で収益性が悪く，経営の不安定な，しかも従業員の
賃金水準が低く，仕事もきつく労働環境も悪いというような，いわゆる問題
企業，経済的弱者とイメージされているように思われる。多くの学生諸君も，
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就職活動の時期になると，まず始めに狙うのは上場企業などの大企業であろ
う。殆どの人が，大きな企業，大きな組織に就職したいと考えているのが普
通であると思う。始めから中小企業を選ぶ諸君は稀である。だがこうした考
えは間違っていると私は考える。
　中小企業研究に足を踏み込んだ人なら誰でも知っている筈だが，かつて中
小企業学会の会長をされていた山中篤太郎先生が言われたように，中小企業
はまさに異質多元の存在であり，その経営業績の現実は千差万別である。中
小企業のなかには，低生産性であり低収益のものが大多数であり，さらには
経営破綻によって脱落していくものが多いのも事実だが，反面，大企業も及
ばぬ高収益を挙げ高成長を遂げているものも少なくはない。
（中小企業経営の特性）
　現在，中小企業とは何かと問うと，企業規模が小零細な経済的弱者の企業
であると答える人が多いが，これは表面的な見方であり，経営論としては不
充分な見方であると私は考える。では中小企業をいかに定義すべきか。私は
次のように考えている。中小企業とは，所有者経営の企業であって，相対的
に事業規模の小さい企業である。大企業との違いの最も大きなものは，所有
者経営か又は法人経営か，という点にある。つまり企業財産の所有者が自ら
経営する企業であるか，出資した資本家から委任された専門経営者が経営す
る企業であるかの違いである。所有者経営であれば，個人的に調達できる限
度内での資本額の範囲内での経営に止まらざるを得ないから，必要があって
も企業規模は大きくなれない。そして自己の資産を投資して事業活動を行う
のであるから，経営者自身の持つ権限は絶大となる。事業規模が小さいから
専門経営者を求めることが困難であるばかりでなく，経営者自身も自己の企
業財産の運用を他人に任せることに躊躇する。かくして必ずしも専門経営者
能力を持たない人が経営者の椅子に就くことになり勝ちとなる。つまり企業
規模が小さく低生産性や経営不安定であるのは，個人経営であるために資本
調達力に限度があり，加えて資本主義企業の経営者としての能力に欠けるも
のがあるからである。
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　資本主義企業の経営者としての能力とは何か。それは利得拡大を求めて積
極的に献身する資本主義の精神，つまり企業家精神と，ビジネスや経営体を
開発し，企業を成長発展させる指導者としての能力とである。
　中小企業者の場合，利得を求めて献身するという姿勢よりも，企業財産の
保全とか，個人的野心の達成とか，個人的な利得以外の目的意識に動かされ
ている場合が少なくない。また中小企業経営者には，所有者またはその親族
というだけで経営者の椅子に就く者が多く，充分な経営者能力を持たない者
も多い。このような事情から中小企業は，経済的弱者と言われるわけである。
だからと言って全ての中小企業者が高い志と経営者能力をもっていない訳で
はない。一部には素晴らしい経営者もいる。高い志と優れた経営者能力を持
つ者もいる。千差万別である。この結果，様々な経営業績が現れることにな
る。
　多くの中小企業者がこうした状態だから，高い志と優れた経営者能力を持っ
た場合には，大企業を遙かに超える経営実績を挙げ，大きく成長発展するこ
とも可能である。
　例えば，松下電器の創業者である松下幸之助の事例を見ると，この事がよ
く分かる。松下幸之助の伝記や，本人の書いたものを見ると，生家は相当な
資産家だったが，小学生のころ父親の失敗で先祖伝来の土地や屋敷を人手に
渡す羽目になった。そして家族は四散し，幸之助少年は商店の丁稚奉公に出
たが，父が「これでは，死んでから先祖に会わせる顔がない，なんとかして
失った先祖伝来の土地や屋敷を取り戻してくれ」といった言葉を強く心に刻
みつけ，幾つかの商店で丁稚奉公を重ねた上，20歳位で町工場を起こし，様
々な努力をして30歳ぐらいで父が失った財産を取り戻してしまったという。
以後はこれを母体に，更に努力を重ね，今日の松下電器へと発展させたとい
う。この松下幸之助の事例は，高い志と優れた経営者能力を持つ経営者なら
ば，小企業から出発しても大企業へと成長発展できるということを実証した
ものと言えよう。こうした事例は現在も決して稀では無い。
（中小企業経営の現実）
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　国民金融公庫が発表している資料のなかに，従業員50人未満の企業の総資
本経常利益率の分布状況に関する統計がある。ここに紹介するのは1991年の
もので，やや古いものだが，20％以上の赤字企業は3％，それ以上10％まで
の赤字企業が4％，0％までの赤字企業が18％，10％までの黒字企業が59％，
それを超え20％までの黒字企業が11％，そして，20％を超える黒字企業も5
％程度であった。ここで注意してほしいことは，著しい散らばりを示してい
ること，つまり大幅な赤字企業が多い反面，これも大幅な黒字企業もまた多
いということ，特に20％を超える超黒字企業も5％程度あると言うことであ
る。この当時の大企業の一般的な総資産経常利益率準は7％程度で，この上
下に若干の散らばりを示したのだが，この小企業の総資産経常利益率の散ら
ばり方は非常に大きい。さて，20％の年間利益の半分程度が内部蓄積されて
いくと仮定すれば，およそ10年で企業資産は3倍，20年で7倍，30年で16倍
へと企業資産は増大していくことになる。つまり中小企業の中には，大企業
をはるかに上回る高い成長企業が生まれる可能性も少なくはない。
　1991年10月末現在での東京市場の上場会社1，872社のうちの，戦後に創業
した企業は945社，そのうちの69％にあたる648社は中小企業からの成長であっ
たと言われる。こうした数字を見れば，中小企業と一口に言っても，その実
態は千差万別であり，十分な利益を挙げられない多くの企業もある反面，大
企業も及ばぬ高収益を挙げ，高成長している企業も決して少なくはないとい
うことが分かろう。
　つまり昔も今も，高い志と，優れた能力をもった経営者に率いられた中小
企業ならば，大企業をも遙に凌ぐ高収益をあげ，高成長を遂げることが可能
なのだ。中小企業の世界は，現代の若者にとって決して魅力のない世界では
ない。自己の努力と責任で，自己の生きる道を自ら切り開こうとする野心的
な若者に，むしろ適当した活躍舞台であると言える。
　では志とは何か。志とは将来への行動の基本的な目標である。基本目標を
明確に意識しているからこそ，その実現に向けての努力が有効に行われる。
志とは明確な目標を持つことである。そして高い志とは，自己一身の安楽と
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か安全とか，あるいは社会に依存して生きようとする安易な生き方ではなく，
人は如何に生きるべきかを真剣に考え，生き甲斐のある人生を志すと言うこ
とである。
　とはいっても，人は孤立して生きられるものではない。社会の中の一員と
して生きていく以上，社会から孤立した志を立てても実現は困難である。志
の実現可能性は，時代の流れに適合させる事によって生み出される。
　では，これからの時代に，職業としての中小企業経営に挑戦しようとする
若者が身につけるべき志とは何か，それを実現させる経営者能力とは何か，
これらについての私の見解を，以下で申し述べたい。
2．従来までの成長発展型中小企業の経営行動
　さて，従来までに中小企業から出発して中堅企業とか大企業へと成長発展
していった企業の経営行動は如何なるものであったか。戦後から最近までを
概観して見よう。
　戦後の中小企業の成長発展は，日本経済の高度成長が始まった1960年頃か
ら見られるようになったが，その具体的内容は日本経済の発展段階によって
異なっていた。
　まず最初の成長機会は1960年代に入ってすぐに現れた。戦後の経済混乱を
克服した日本産業界は，この頃から激しい成長を始める。この時期に中小企
業から出発して規模拡大を始め，やがて中堅企業や大企業へと発展していっ
た企業を見ると，もはや戦後ではないという言葉とともに始まった昭和30年
ごろから，既に大量生産時代の到来を見越して技術導入や設備投資を始め，
規模利益を先取りした中小企業の成長発展が目立った。例えば，労働集約的
で小零細企業が殆どであった既製服業界の中から，近い将来の洋風化時代を
見通し機械生産による量産工場の建設に着手する企業家精神旺盛な経営者が
生まれ，高度成長の進展による需要増大と共に事業量を増大させ，規模の利
益を享受出来るようになり，著しいコスト切下げを実現して競争力を高め，
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いち早く中堅企業へと成長するものが多く生まれた。自動車業界や家電業界
の下請け企業の中にも，同様にして1次下請けとして成長するものが目に付
いた。
　或いは，経済成長に伴う所得水準の向上や戦前や戦中に遅れた技術の導入
などによって新たなビジネス機会の発展可能性が生まれ，その開発に挑戦す
る企業家精神旺盛な中小企業家も生まれ，先発企業の優位性を活かして成長
発展するものも少なからず出現した。ソニーもホンダもこうした成長発展型
中小企業の事例である。
　つまりこの時期の成長企業は，環境変化への先取り対応による量的な経済
性の利益を享受することによって実現したものであった。
　やがて70年代に入ると，単なる事業量の増大による経済性追求での成長時
代は終わり，新たなる範囲の経済性が追求される時代に入った。範囲の経済
性は多角化の経済性とも呼ばれ，基礎的な共通投資を多方面に応用してコス
トの効率化を実現するというものである。例えば，化学分析用の機器を作っ
ている京都の堀場製作所などはこの範囲の経済性を武器として成功した好例
と思われる。堀場製作所の創業経営者，、堀場雅夫氏は戦後問もなく大学を卒
業して社会人となるとき，自ら起業家となることを選び，数人の仲問と小企
業を起こし，母校の研究所などの化学分析機器の補修仕事などを事業としな
がら独自の分析機器の開発に励み，ついに成功して赤外線を利用した優れた
分析機器の専門メーカーとなるが　これに満足せず，この基礎技術を多方面
に応用して化学分析機器の総合メーカーとして発展したという。基礎になっ
ている赤外線分析技術の開発には，多くの時問と費用を投資しなければなら
なかったが，これを多方面に応用して様々な分析機器を作れば，次第にコス
トは軽減され，単機種の専門メーカーよりもコスト面で非常に有利になるの
は当然である。かくして堀場製作所は，世界的に有名な化学分析機器のトッ
プメーカーとなり，上場している。
　この時代にも，量の経済性が有効でなくなったのではない。その上に範囲
の経済性が有効性を発揮するようになったのである。量の経済性と範囲の経
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済性を同時に享受することによって，大きく成長発展した企業が，流通業界
にもサービス業界にも現れた。スーパーマーケットをチェーン化に成功して
大企業化したダイエイなどの革新的流通業の出現も，ファミリーレストラン
のチェーン化に成功して大企業化したスカイラークも，こうしたタイプの成
長発展型の中小企業と言えよう。
　そして80年代に入ると，更に新たな成長発展のタイプが付け加わってきた。
それは連結の利益を追求して成長発展するというタイプのものである。連結
の利益とは，専門化を徹底した企業の取引連鎖による規模拡大の利益である。
機械産業の様な高度組立産業では，それまで，最終製品を作る最終組立企業
が業界の支配的立場に立ち，多くの下請け企業を傘下に編成して親企業にとっ
ての効率的な生産体制を構築してきた。その下請け企業は，支配的企業つま
り親企業の生産拡大の必要から生み出され育成されてきたものが多く，自立
経営機能が不完全ではあるが親企業の不足生産力の補完やコストダウンヘの
寄与という形で親企業に従属し存在していたが，80年代に入る頃から，自ら
の努力と親企業の積極的な支援とで高い技術力を身に付け，親企業を凌ぐ独
自技術を持つまでに成長し，その専門技術力をもって多方面の親企業からの
受注に応える下請け型専門企業として育つものが生まれてきた。折から自動
車産業や家電産業の成長に停滞の陰が差し始めたこともあって，こうした下
請け型企業は，一社専属の従属的な立場から脱却して自立経営へと発展した。
こうした企業間の取引関係を外面的に見るとネットワークを構成しているの
で，ネットワーク型組織と呼ばれる。こうしたネットワークを構成している
企業集団は，分業化された個々の専門工程が卓越した技術を持つ企業によっ
て担当されるから極めて効率的な事業活動を展開できるので，こうした集団
に属する専門企業の成長発展の可能性は極めて大きくなる。これが連結の利
益である。80年代に入ると，こうした経営行動による中小企業の成長発展が
目につくようになってきた。
（成長発展型中小企業の条件）
　さて以上に見るように，最近までの中小企業の成長発展方向は，所属業界
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の成長に伴う先取り的な企業規模拡大であり，その具体的な手段は，はじめ
は事業規模の量的拡大だけであったが，やがて範囲の経済性の利用が加わり，
さらには連結の利益の追求も加わって，多面的な成長発展が見られるように
なってきた。しかしどの場合も，多くの同業者に等しく機会が訪れているの
に，一部の企業だけが成長発展を遂げ，多くの他の企業は成長発展できなかっ
たのは，環境変化に先取り的に対応する意思と能力を，経営者が持っていた
か否かに懸かっていた。先取り型の環境対応を成功させるに必要な経営者能
力とは，将来の環境動向を予測し経営行動の革新に挑戦する能力であり，リ
スクヘの挑戦が不可欠である。つまり旺盛な企業家精神を持ち，他社に抜き
ん出る革新への挑戦能力を持つ経営者に率いられた中小企業だけが成長発展
型したのである。
　従来までの成長経済下にあっては，豊かな生活を実現させるための生産力
の拡大，それを通じてのコストダウンによる価格の引き下げが，時代の流れ
であった。これに適合する成長発展の方向を選択した中小企業経営者が，成
長発展してきたのであった。
3．21世紀に成長発展を期待される中小企業の特徴と経営行動
　さて諸君が活躍する舞台は，これからの時代，つまり21世紀である。21世
紀に成長発展する可能性の高い中小企業の経営行動は如何なるものだろうか。
21世紀も20世紀の延長と見て良いであろうか。次にこれを考えてみよう。
（21世紀に成長発展を期待される中小企業の経営行動に関する通説）
　21世紀の中小企業の成長発展の方向について考える前提条件は，21世紀の
中小企業の経営環境は如何なるものかである。一般に，21世紀へかけての事
業経営をめぐる環境動向としては，要因として，国際化，情報化，宇宙船地
球号の思想，産業構造の変化を挙げられる。これら要因が今後の中小企業の
成長発展方向に与える影響の重要性については，何の異論もない。
　言うまでもなく国際化とは，事業活動の舞台が世界的に広域化することで
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あり，競争の範囲が世界的に拡大されることである。かくして貿易摩擦や開
発途上国の工業化とか，為替レートの問題，更には国内有力企業の海外進出
などによる国内産業の空洞化などの進行が問題となる。情報化は単なる情報
機器の進歩発展による情報処理業務の効率化に止まるものではなく，あらゆ
るコミュニケーションの効率化を通じて，分業化された生産の社会的統合を
高度化するという方向へ発展する。宇宙船地球号の思想とは，環境を含め自
然資源は無限ではなく有限なものであり，現在のような経済の量的拡大を続
ければ，近い将来，利用できる資源は枯渇し，経済が破綻してしまうと言う
ことに人類が気がついたことである。そして産業構造の変化とは，経営成長
や経済発展の結果として国民経済に占める業種別構成が変化することであり，
業種間の相対的な成長発展の可能性が変化すること，換言すれば，企業に成
長発展の可能性の高い事業分野への移行の必要性を物語る。
　こうした条件を前提として，21世紀の中小企業の成長発展の方向について，
現在，様々な意見が示されている。その中の代表的な意見は，これからは
「業際化」の時代，つまり業種間の融合化が進む時代であるとし，この時代
の中小企業の成長発展条件は，企業個性の確立，新業態の創造，経営資源を
相互に補完し会う他企業との共存共栄戦略，未来に向けての情報創造である
と言われる。（注，たとえば中村秀一郎「21世紀型中小企業」岩波新書〉こ
こで言う企業個性の確立とは，卓越性ではなく独自性ということ，新業態の
開発とは従来からの同一業種であっても新たな事業システムヘの革新するこ
と，他企業との補完による共存共益は連結の利益を追求するもの，そして未
来に向けての情報創造とは独創性を発揮し受け身ではなく能動的に事業展開
に挑むこと，と解釈される。つまり中小企業の成長発展方向としては，従来
事業活動の量的拡大による規模拡大は可能性を失い，他企業にない独自の効
用創造能力を確立する事が決め手となること，そして，それを他企業とのネッ
トワーク組織を通じて社会的に生かし，グループとしての成長発展力を高め
る事によって，それぞれの企業の成長発展を図るということである。ここで
は企業規模の拡大こそが中小企業の成長発展の方向であるとした従来の認識
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は希薄化し，代わって，同業他社に抜きん出る卓越性や独自性を確立した有
力企業の一種の緩い集団経営の方向が提示されている。若干の変化はあるが，
ほぼ，同趣旨の意見は他にも多い。
　つまり21世紀型の中小企業の成長発展方向は，それぞれ専門分野における
独自性を確立し，それをもって連結の利益を利用したネットワーク型経営の
方向，つまりは従来型の事業分野において有力企業がネットワークという一
種のグループ経営に移行する方向であると主張されている。こうした成長発
展の方向は，先程のような環境条件の変化を考慮すれば，ほぼ妥当な結論と
言える。つまりこの方向は，高度に分業化された業界における下請的立場に
あった企業の成長発展方向としては望ましい方向であろう。しかしそれは一
局面に囚われた見方であるように思える。
（21世紀の新たな環境要因と革新的中小企業の経営行動）
　だがしかし，21世紀は20世紀の単なる延長ではない。今までに無かった様
な変化要因が加わってくる結果，さらに中小企業の成長発展の新たなる局面
が生まれてくると私は考えたい。そして，この新たなる方向への事業展開こ
そが，中小企業に固有の社会的貢献能力を活かす道であり，中小企業の時代
と呼ぶに相応しい中小企業の成長発展の方向であると考える。
　もう一つの変化要因とは何か。それは経済の成熟化である。
　日本経済は最近まで，成長経済時代であった。それが90年代に入って成熟
化したと言われる。成熟経済化については環境変化としての影響力に大きな
関心を払われていない様であるが，私は成長経済と成熟経済とでは，産業の
在り方に非常に大きな違いが生まれるのではないかと思う。
　成長経済の本質は欠乏経済であり，効率化による経済フローの量的拡大が
求められている経済であった。その背景に物的な財の潜在的な欠乏状態があ
る。未だ満たされない必要や欲求が潜在需要として存在しているからこそ，
量産しても需要されたのであり，量産によってコストダウンが実現されれば
潜在需要は更に顕在化し易くなる。更には量産した財の流通過程を革新し，
社会的な量販体制を整備することで，一層，効率的に量産の展開が可能とな
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る。こうした時代だからこそ，規模の利益が有効に働いたと言えよう。量の
経済も範囲の経済も，つまるところ企業の稼働率を高めることによって効率
化を実現するものであった。そして連結の利益も，生み出す製品の高付加価
値化を達成しながら稼働率を高めるという，規模利益の延長戦上に位置する
ものであった。つまりは成長経済の下で有効であった方向であったといえる。
　成熟経済化はこうした事業環境を修正する。成熟経済は，量産とコストダ
ウンによって欠乏が無くなったから起きる充足経済である。従来財が十分に
普及したとすれば，生産の量的成長は限界に達し，あとには更新需要しか残
されない。
　では，こうした成熟経済時代に新たに生まれる中小企業の成長発展方向と
は，如何なるものだろうか。これを考える上で，最近の革新的な中小企業の
事業展開の方向は，多くの示唆を与えてくれる。中小企業研究は，小宮山琢
二による存立形態論への発展や，中村秀一郎の中堅企業論に見る様に，現実
社会の現象を対象とする学問分野であり歴史の浅いこともあって，過去の理
論をもとに演繹的に予測するよりも，現実の動きを把握し帰納的に理論の現
実化を図ることの方が，現実を説明する上で有効な場合が多い。様々な中小
企業経営者の中には，時代を先取りして，21世紀型の成長方向での事業展開
を試みているものも少なくはないのである。21世紀型の成長発展企業として
検討に値すると思われる事例は多いが，此処では取り合えず次の2事例を対
象として検討してみよう。
　第一の事例は，北海道夕張郡にある「木の城たいせつ」という注文木造住
宅の建設会社である。この会社は現社長の山口昭氏が戦後に独力で起こした
会社で，創業時は僅か数人の従業員規模からの出発であったという。この会
社の事業の基本的特徴は，山口社長が若いときに宮大工修行をしたこともあっ
て，木という素材を十分に生かした建築をすることと，および近代的な製造
技術を取り入れて合理化を徹底していることにある。
　まずこの会社の製品である木造住宅は，北海道という寒冷地に相応しい様
々な工夫が凝らされ，注文主の個々の要求に忠実に応えるように設計され建
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設されるが，更に特徴的なことは，IOO年間の保証付きで販売されるという
ことである。つまり販売してから100年間は，素材とか製法とか，製造者の
責任に帰する事故が発生した時には，全てメーカーが無償で修理するという。
100年間といえば親，子，孫と3世代にわたって利用できる家ということに
なる。普通の木質系プレハブ住宅の寿命は，現在のところ25年と言われてい
る。つまりこの会社の製品は他社製品の4倍の耐用年数を持っている。何故
に木造住宅で100年も持つのかと社長に質問したら，例えば，土地に生えて
いた木を使う，木が生えていた状態で使う，木が気温によって膨脹したり収
縮したりする性質に逆らわずに使うなど，素材となる木を選び，その性質を
十分に生かして使うからだと言う。当社が未だ創業後100年を経ていないの
に，100年は持つという根拠はと質問したら，昔の宮大工が作った神社や寺
院は500年経ってもビクともしていないのを見れば分かるという。価格は如
何と聞いたら，一般のプレハブ住宅より30％程は高くなるだけと言う。
　当社の住宅の建設方式もプレハブ方式であり，他のテレハブメーカーと何
処が違うのか説明だけでは分からなかったが，次に建設現場を見せて貰った
り，プレハブ工場の製造現場を見せられて納得がいった。職人的技法を基礎
としながらも合理的工場生産の技法をとりいれ，大幅なコストダウンを実現
している。一般に北海道内の住宅建設は，冬季はコンクリートが凍結してし
まうので仕事をしないのが常識だそうであるが，当社建設現場に巨大なテン
トを張り，中に石油ストーブを入れてテント内を温めることで凍結を防ぎ，
通年施工を行うなど，他にも様々な工夫が凝らされている。かつて当社は火
災を出し，倒産したこともあるそうであるが，現在は立派に再建し従業員数
も関連会社を含め1300人ほどに成長している。
　このような当社の成長発展は，環境条件や生活上の必要にキメ細かく工夫
された優れた住宅を，中長期的に見て驚くほどの経済的な価格で提供してい
る点にあろう。
　第二の事例は，愛知県大府市にある名南製作所という機械メーカーである。
当社は現社長の長谷川氏が戦後に独力で創業した会社で，創業時は極めて小
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規模な町工場だったそうである。経営が軌道に乗り出してからは今日までの
従業員数は120人程度で推移しており，余り変動がない。最近での従業員移
動率はゼロに近いという。現在のこの会社の事業は，合板メーカーから受注
を受け，その生産現場に適合する一連の合理化機械を設計し，下請け企業を
利用して製造し，それに実践的な指導を付して発注企業に納めるという一種
の技術コンサルタント事業である。
　この会社の特徴は，常識を破る特異な会社性格つまり会社組織と，それを
可能とした従業員の能力育成の方法にある。
　この会社は株式会社であるが，その実態は特異である。鎌田勝という方が
「不思議な会社」という本を書いて当社のことを紹介しているが，当社の従
業員は一般企業のような利益共同体つまり事業活動を行うための経営資源の
一要素として位置づけられているのではない。株式会社といっても，創業か
ら暫くは長谷川社長の個人企業であったが，経営が軌道に乗り出してからは
社員持ち株制を採用し，現在は長谷川社長一族の持ち株比率は30％以下であ
る。そして殆どの社員が株主となっており，株主総会は社員総会になる。し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　～かも総会での議決権は，持ち株数に関係なく一人一票である。役員は社長ポ
ストを除き全く設けていない。給与制度には，株主総会で決める人給制とい
う奇妙な制度が採用されているが，これは社長を含めた全員で評定して決定
した各人別の人給と呼ぶ配分比率に従い，これを全員共通な基準額に掛けた
ものが給与額として支給される仕組みである。業務組織は更に奇妙で，当社
には組織図がない。仕事の命令系統もない。役職者は社長独りという超フラッ
トな組織構造である。どんな風にして仕事が進められるかというと，受注が
入るとまず社内に掲示される。これを見た社員のなかで自分が適任と思うも
のが名乗り出る。このように申し出た何人かの者がチームを作り，チーム全
員でリーダーを選んで仕事を進め，終わると解散するという。従業員はそれ
ぞれ，殆ど全ての業務を担当するに十分な能力を身に付けているという。従
業員の仕事は，細分化された分業の一部を担当するのではなく，設計から下
請けへの発注，管理，納品，アフターサービスと始めから最後まで，一連の
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仕事の全てに関与する。この様な社員に育てるまでには，多くの苦労があっ
たようだ。小さな名も知れぬ町工場に，万能のベテラン技術者が採用出来る
訳はない。はじめは近隣の大学の就職部を廻って新卒を募集しようとしたが，
誰も応募して来ない。そこで社長は，中卒を採用し徹底的に実践的な教育を
行って今日のような優秀な技術者集団に育て上げたのだそうである。
　このような奇妙な性格と組織を持つ会社の実績はどうかと言うと，驚くば
かりの高収益を上げている。毎年度の売上高経常利益率は20％強である。こ
の不況のさなか，昨年度末には全社員で会社負担の海外旅行を行ったとの事
である。しかも現在でも多くの受注残を抱えているという。そして，社内の
雰囲気は，伸び伸びとした活気に溢れていた。こうした高収益を挙げえてい
る原因は，社員一人一人が高い能力を持つとともに，それを十分に発揮して
仕事を成功させよう≧いう意欲に燃えて仕事に励んでいることにある事が了
解できる。奇妙な会社性格や仕事組織は，こうした真に燃える仕事集団作り
のための仕掛けであった。従業員能力育成方法にも独特な工夫があり，見習
うべき多くの点がある。
　ところで，この2社の事例に共通の特徴は，人問的な配慮による経営に徹
しているということにある。「木の城たいせつ」では，人の洗練した感覚や
熟練した技能を十分に活用する人問的な生産方式によって，価格は1．3倍で
あっても寿命は4倍であるから3倍も経済的であり，また費消する資源も4
分の1，排出する廃棄物も4分の1で，地域環境に適合している。こうした
長所は，人間的な生産方式を採用しているからこそで，人間が素材を見て判
断し，素材の持つ効用を十分に活かして使うからである。
　本来，大企業は生産の効率化を実現するために生まれ，成長し，発展して
来た。それは欠乏経済時代に，生産量増大の要請に対処するために，更には
潜在需要の顕在化のためのコストダウンを実現するために有効ではあった。
しかしそれは，人間的な生産方式を捨て，機械的な生産方式に変身したから
達成したもので，必然的に需要面の要求や素材面への適合を犠牲にせざるを
えなかった。成熟経済化が進むに伴い，様々な分野で人間的な生産方法によ
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る製品が望まれる様に変化するのは当然で，「木の城たいせつ」の事例は，
こうした方向を先取りしたからこそ，最近の成長が目ざましいのだと考えら
れよう。
　名南製作所は，人間的経営を徹底することによって，社員の持つ潜在能力
を十分に引き出して顕在化させ，それを事業に十分に発揮させることによっ
て，高い業績を上げている企業である。その為に会社は，従業員は会社の使
用人であるという見方を根本的に変え，従業員と会社とは一体のもの，会社
は利益共同体ではなく同志共同体とでも表現されるべき性格のものに改め，
さらに社内分業の在り方も超フラット組織を工夫して，従業員の持つ能力を
十分に発揮させるように工夫した。効率化を目標とする大企業は，社内分業
を徹底し，仕事を細分化し標準化する事でコストダウンを実現したが，同時
に従業員の持つ能力の一部分しか活かさせず，労働者が生き甲斐を感じられ
ない非人間的な職場に変質させてしまった。かつての貧しい時代には，こう
した職場環境でも我慢する従業員を得ることが可能ではあったろうが，成熟
経済時代には，とても無理である。名南製作所は思い切った人間的経営体へ
の移行によって，成熟経済時代に相応しい人的資源を無駄にしない経営行動
を実現している。
　こうした事例を見て言えることは，既に，人間的生産方式や人間的経営方
式の経営行動が，中小企業の成長発展方向の一つとして十分に成立する様な
時代になって来た，と言うことである。
　欠乏経済時代には，何よりも先に，満たされない需要者の物的な必要や欲
求を満足させることが求められていた。現実に，こうした需要が多かった。
そこで，機能よりも外見が，内実よりも価格が，需要者が購買を決める重要
な選択要因となっていた。こうした時代には，大企業も中小企業も，事業活
動量の拡大こそが成長発展の道であり，機械的生産方式の採用が有利となり，
当然，規模拡大を志向するようになる。かくして，相対的な小規模性を特徴
とする中小企業に，低生産性や低収益性などの業績格差が存在するのは，極
めて自然であった。
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　また労働者も，欠乏経済の下では生活費を得ることを目的として労働する
ものであり，極めて低次元の要求段階にあったのも当然である。こうした時
代の経営者は，従業員を自己の金儲けのための取り替え可能な道具や歯車と
考え，アメとムチによる管理統制によって働かせることも可能であった。こ
うした時代の経営者は，利得追求を目的とする限り従業員を同志として扱う
など，考えられなかったことであろう。厳しい価格競争の時代には，従業員
の欲求に配慮することはコストを上昇させ競争力を低下させる以外の何物で
もなかった。
　しかし経済の成熟化は，需要者の欲求を変え，働く者の意識を変える。需
要者の選択の方向が量より質へと代わる。人々の欲求段階も着実に上昇し，
自我欲求や自己実現欲求が行動誘因として重要な役割を果たすようになる。
こうして企業の成長発展方向も，機械的生産や機械的経営から，人間的生産
や人間的経営の方向へと転換することになる。
　人問的生産や人問的経営は，本質的に規模利益が働かない。つまり大企業
化する意味がない分野である。むしろ中小企業に有利な分野である。こうし
た分野での中小企業の活躍が，既に有効となっている事を，先に紹介した2
事例は物語っていよう。
　「21世紀は中小企業の時代だ」と言う声を最近良く耳にする。この意味は，
経済成熟化に伴って，中小企業に固有の社会的貢献能力への期待が急速に高
まっていることを意味している。そこでは21世紀は，従来事業分野における
量的拡大が不可能となり，日本経済の停滞が起きて雇用機会が縮小する恐れ
が極めて大きいと捉え，中小企業の小回り性を活かし新事業機会の開拓能力
が期待されているようである。
　だが，いかなる分野に中小企業に適する新たなる事業機会を拓けるか，政
府の中小企業白書にも何の有効な示唆も与えられてはいない。ここに紹介し
た2事例は，これからの成熟経済下において，いかなる局面に新たなる中小
企業活躍の舞台が開けつつあるかを，示していよう。これからの時代に中小
企業経営者が目指すべき成長発展の可能性の高い新たな事業機会は，人間的
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生産による事業分野，人間的経営によって有利に展開できる事業分野である。
4、むすび（21世紀型中小企業の成長発展の条件）
　しかし人間的事業活動とは，言い換えれば労働集約的事業活動であり，職
人的な技能に依存する事業活動の事である。そして従来までに，こうした職
人技能の多くが失われ，そして現在でも失われつつある。例えば，素材の持
つ価値を最大限に活かして建築をする昔ながらの宮大工の技能は，現在のと
ころ消滅寸前であり，独特の色感と薬効を持つ製品を生み出してきた天然藍
染の職人も，安価な化学染料に駆逐され現在では稀になってしまった。独特
の風格を感じさせた漆器類も，プラスチック成型したものに化学塗料を吹き
つけた製品に取って代わられ，洗練された味覚を満足させるに貢献してきた
伝統的な刃物職人の世界では，良く切れる昔ながらの包丁類は売れないので
作られなくなり，すぐ切れなくなる安物が主流になっているという。これに
伴い伝統的な刃物職人は減少し，最近は良い鋼鉄も手に入らなくなっている
という。有名な燕の洋食器の生産も，国内メーカーが生産するものは機械生
産による低級品のみとなり，中級品の生産は既に中国に移ってしまったとい
う。
　伝統的な中小企業固有の技能は消滅しつつある。これらの技能は，かつて
職人の間で長い時問を掛けて開発し蓄積されてきたもので，一旦失われてし
まえば再生する事は容易でほなかろう。これからの成熟経済下での豊かさを
演出する重要な貢献が期待されるのにである。既に中小企業固有の技能の空
洞化が進んでいる。こうした中で，時代が成熟経済化することだけによって，
以前のような中小企業固有の技能に依存する事業経営が復活するだろうか。
　この様に多くの中小企業固有の技能に依存する事業が衰退し消滅したのは，
何故だったのか。この原因はただ一つ，伝統の名のもとに環境変化への対応
を怠り，製造方法とか製品効用や価値実現活動の適応を怠ったからであろう。
具体的には，第一に，技術進歩に目をつむり労働コストの上昇を放置したこ
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とによって相対的な価格水準の急激な高騰に見舞われたこと，第二に，需要
層の交代や変化に適応させることを怠り効用の低下を招いたこと，そして第
三に，経済活動の活発化とともに不適合を起こしてきた流通機構の革新に留
意しなかったことである。かくして伝統的な事業分野の多くは，成長経済の
進展とともに効用の低下と価格高騰を起こし，流通革新の進展とともに市場
から孤立して，衰退し消滅していった。
　このような事態のままでは，人問的生産や人間的経営という中小企業固有
の有利性を活かした事業展開が，成熟経済化に伴って自然に回復するとは考
えられない。「木の城たいせつ」のように，人間的生産を基盤としつつも近
代的な工場生産の技術を十分に採り入れ，合理化を徹底してコストダウンに
努めたり，需要者の必要や欲求を十分に把握して製品効用の極大化に努めた
り，あるいは積極的な販売促進活動を展開することによって創出する生産物
の価値が需要者に正しく認識され使用され満足されるように配慮したりする
事がなければ，社会的に受け入れられないであろう。
　あるいは，従来のような中小企業経営スタイルの儘では，従業員のもつ全
人間的能力を有効に事業活動に発揮させることが出来ない。元来創造的な仕
事は人間的生産行為によってのみ達成されるもの，機械的な生産行為では従
来からの継続的仕事しかなしえない。名南製作所のような人間的経営体の確
立が，これからの成熟経済下に求められる人問的生産を可能にする条件であ
る。
　かくして21世紀型中小企業の成長発展は，従来のような職人的経営の単な
る継続ではなく，価値を上昇させることなく人聞的生産によって価値ある製
品を生み出すような近代的な生産技術や，従業員の持つ潜在的能力を十分に
発揮させる有効かつ効率的な経営技術を持ち，あるいは現代の市場経済シス
テムのなかで有効な事業展開が可能となるような事業システムを構築するよ
うな方向に進むことによって可能となるだろう。
　21世紀に中小企業経営を職業として選択し，その成長発展を実現して，主
体的な生き甲斐のある人生を志そうとする若者が身に付けるべき資質や能力
18一
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とは，高い志を持つと共に，それを達成するに必要な産業システムや経営シ
ステムに関するアカデミックな知識とともに，中小企業固有の技能に依存す
る現場体験とによってのみ学習されるであろう。
　註．本稿は，平成6年3月に最終講義として行った中小企業経営論の講義
の内容を速記したものである。
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